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第1章 令和元年度の不動産市場等の動向

令和元年度の不動産市場については、雇用・所得環境の改善や緩和的な金融政策等が続く
中、依然として、堅調なオフィス需要により空室率の低下・賃料の上昇傾向が継続するととも
に、首都圏・近畿圏におけるマンション価格も高水準で推移するなど、良好な状況が継続し、
このような状況を背景に、地価についても、全国で上昇が継続するなど、底堅く推移した。

一方、令和２年に入り、新型コロナウィルス感染症が世界的に拡大した影響により、内外
経済が下押しされ始め、不動産市場全体への影響が想定される中、Jリート市場の値動きに
は影響がみられている。

本章では、令和元年度における地価の動向、土地取引の動向、土地利用の動向、不動産市
場の動向、不動産投資市場の動向等についてみていく。

	 第1節	 地価の動向

（令和元年の地価動向）
国土交通省「地価公示」により、令和２年１月１日時点における全国の地価動向をみる

と、全用途平均は５年連続の上昇となり、上昇幅も４年連続で拡大し上昇基調を強めてい
る。用途別では、住宅地は３年連続、商業地は５年連続、工業地は４年連続の上昇となり、
いずれも上昇基調を強めている。

三大都市圏の平均変動率でみると、全用途平均・住宅地・商業地・工業地のいずれも各圏
域で上昇が継続し、東京圏及び大阪圏では上昇基調を強めている。

地方圏では、全用途平均・住宅地は２年連続、商業地・工業地は３年連続の上昇となり、
いずれも上昇基調を強めている。地方圏のうち地方四市（札幌市・仙台市・広島市及び福岡
市）では全ての用途で上昇が継続し、上昇基調を強めている。地方四市を除くその他の地域
においても、全用途平均・商業地が平成４年以来28年ぶりに上昇、住宅地は平成８年から
続いた下落から横ばいとなり、工業地は２年連続の上昇となった。

地価の回復傾向が全国的に広がっている背景として、住宅地については、雇用・所得環境
の改善が続く中、低金利環境の継続や住宅取得支援施策等による需要の下支え効果もあって、
交通利便性や住環境の優れた地域を中心に需要が堅調なことがあげられる。商業地について
は、景気回復、良好な資金調達環境の下、企業による人材確保等を目的として、オフィスビ
ルに対する需要が堅調であり、空室率の低下・賃料の上昇傾向が継続するとともに、外国人
観光客をはじめとする国内外からの訪問客の増加により収益性の向上が見込まれる地域、交
通インフラの整備や再開発の進展に伴い利便性や繁華性の向上が見られる地域などで、店舗、
ホテル等の需要が堅調であり、地価上昇の要因となっている（図表1-2-1～3）。
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図表1-1-1 地価変動率の推移（年間）

（％）
住宅地 商業地 全用途

H28公示 H29公示 H30公示 H31公示 R２公示 H28公示 H29公示 H30公示 H31公示 R２公示 H28公示 H29公示 H30公示 H31公示 R２公示

全国 ▲ 0.2 0.0 0.3 0.6 0.8 0.9 1.4 1.9 2.8 3.1 0.1 0.4 0.7 1.2 1.4

三大都市圏 0.5 0.5 0.7 1.0 1.1 2.9 3.3 3.9 5.1 5.4 1.1 1.1 1.5 2.0 2.1

東京圏 0.6 0.7 1.0 1.3 1.4 2.7 3.1 3.7 4.7 5.2 1.1 1.3 1.7 2.2 2.3

大阪圏 0.1 0.0 0.1 0.3 0.4 3.3 4.1 4.7 6.4 6.9 0.8 0.9 1.1 1.6 1.8

名古屋圏 0.8 0.6 0.8 1.2 1.1 2.7 2.5 3.3 4.7 4.1 1.3 1.1 1.4 2.1 1.9

地方圏 ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 0.1 0.2 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.1 0.5 1.0 1.5 ▲ 0.7 ▲ 0.3 0.0 0.4 0.8

札幌・仙台・
広島・福岡 2.3 2.8 3.3 4.4 5.9 5.7 6.9 7.9 9.4 11.3 3.2 3.9 4.6 5.9 7.4

その他 ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.2 0.0 ▲ 1.3 ▲ 0.9 ▲ 0.4 0.0 0.3 ▲ 1.1 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.2 0.1

資料：国土交通省「地価公示」
注１：地域区分は以下のとおり
　　　三大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏。
　　　東京圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村の区域。
　　　大阪圏：近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域。
　　　名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域。
　　　地方圏：三大都市圏を除く地域。
　　　その他：地方圏のうち札幌市・仙台市・広島市・福岡市を除いた市町村の区域。
注２：H28公示 ：平成28年地価公示 （平成27年1月1日～平成28年1月1日）
　　　H29公示 ：平成29年地価公示 （平成28年1月1日～平成29年1月1日） 
　　　H30公示 ：平成30年地価公示 （平成29年1月1日～平成30年1月1日）
　　　H31公示 ：平成31年地価公示 （平成30年1月1日～平成31年1月1日）
　　　R2公示 ：令和2年地価公示 （平成31年1月1日～令和2年1月1日）
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資料：国土交通省「地価公示」
注１：地域区分は以下のとおり
　　　三大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏
　　　東 京 圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村の区域
　　　大 阪 圏：近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域
　　　名 古 屋 圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域
　　　地 方 圏：三大都市圏を除く地域
　　　そ の 他：地方圏のうち札幌市・仙台市・広島市・福岡市を除いた市町村の区域
注２：H28公示：平成28年地価公示（平成27年1月1日～平成28年1月1日）
　　　H29公示：平成29年地価公示（平成28年1月1日～平成29年1月1日）
　　　H30公示：平成30年地価公示（平成29年1月1日～平成30年1月1日）
　　　H31公示：平成31年地価公示（平成30年1月1日～平成31年1月1日）
　　　R２公示：令和２年地価公示（平成31年1月1日～令和２年1月1日）
　注： 前年よりも下落率縮小・上昇率拡大　 前年よりも下落率拡大・上昇率縮小　 前年と変動幅同一
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図表1-1-2 三大都市圏における地価の対前年平均変動率の推移
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資料：国土交通省「地価公示」
　注：三大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏
　　　東京圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村の区域
　　　大阪圏：近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域
　　　名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域

住宅地 商業地

資料：国土交通省「地価公示」
　注：三大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏
　　　　東 京 圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村の区域
　　　　大 阪 圏：近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域
　　　　名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域

図表1-1-3 地方圏における地価の対前年平均変動率の推移
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資料：国土交通省「地価公示」
　注：「地方圏」とは、三大都市圏を除く地域を指す

住宅地 商業地

資料：国土交通省「地価公示」
　注：「地方圏」とは、三大都市圏を除く地域を指す
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コラム 地方圏における地価上昇地点の例（北海道倶知安町・福井県福井市）

地方圏における地価上昇例として、①外国人観光客の増加に伴う宿泊施設に係る需要の高まり等に
より地価上昇がみられる北海道倶知安町と、②北陸新幹線の延伸整備等を契機とした土地利用の進展
に伴う地価上昇がみられる福井県福井市における地価動向を概観する。

令和２年の北海道倶知安町の地価動
向をみると、住宅系標準地である「地
点Ａ」と「地点Ｂ」、商業系標準地であ
る「地点Ｃ」の対前年変動率は、それ
ぞれ｢30.6％｣、｢44.0％｣、「57.5％」で、
平成 29 年から上昇基調が顕著となって
いる。また、同町の市街地（用途地域
指定区域）内の不動産の平均取引単価
も平成 26年から上昇基調にある。

倶知安町では、同町のスキー場が世界的に人
気を有し、観光客が急増したことに伴い外資系ホ
テル等の宿泊施設や市街地において店舗が新規
立地するなど、土地・不動産需要が高まっている
ことに加え、リゾート関連施設の従業員や、北海
道新幹線の延伸事業等に係る建設作業員向けの
賃貸住宅需要も旺盛であることなどが地価上昇
の要因となっている。

○北海道倶知安町
図表１ 各標準地の位置（価格は令和２年地価公示価格）

資料：国土交通省「地価公示」

資料：パークハイアットニセコ HANAZONO

（参考） 「全国用途別地価変動率：住宅地 0.8％、商業地 3.1％」
　　　 「北海道用途別平均地価変動率：住宅地 2.2％、商業地 4.5％」

図表２ 標準地の地価変動率の推移

図表４ 新規立地した外資系ホテル
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図表３ 市街地（用途地域指定区域）内の不動産の取引件数
　　　 及び平均取引単価（土地の取引単価）の推移

地点Ｃ 商業系
円 ㎡

リゾート施設
集積エリア

地点Ｂ 住宅系
㎡

地点Ａ 住宅系
円 ㎡

倶知安駅

北海道新幹線
延伸ルート

資料：国土交通省

資料：国土交通省「不動産取引価格情報」
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令和２年の福井県福井市の地価動
向をみると、商業系標準地である「地
点Ｄ」、「地点Ｅ」、「地点Ｆ」の対前
年 変 動 率 は、そ れ ぞ れ「1.2％」、

「3.4％」、「6.1％」で、「地点Ｄ」は
同県用途別平均地価変動率を、「地
点Ｅ」及び「地点Ｆ」は、全国用途
別地価変動率を上回り、上昇基調が
継続している。また、同市中心部の
不動産の平均取引単価は平成 29 年
に大きく上昇している。

福井駅周辺では、それまで積
極的な土地利用が行われてこな
かった福井駅西口において、複
数の再開発事業が計画・実施さ
れており、平成 28 年には市街
地再開発事業による複合施設
(業務･商業･住宅等）が開業し、
また、北陸新幹線の延伸への期
待等から、空き店舗等の解消な
ど土地利用が進展したことが地
価上昇の要因となっている。

○福井県福井市
図表５ 各標準地の位置及び福井駅周辺の再開発事業（価格は令和２年地価公示価格）

資料：国土交通省「地価公示」

（参考）「全国用途別地価変動率：商業地 3.1％」、「福井県用途別平均地価変動率：商業地－0.7％」

図表６ 標準地の地価変動率の推移

図表８ 福井駅前電車通り北地区Ａ街区・Ｂ街区市街地再開発事業（イメージ）
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図表７ 福井市中心部の不動産の取引件数及び
　　　 平均取引単価の推移

資料：国土交通省「不動産取引価格情報」

福井駅西口中央地
区第一種市街地再
開発事業（ハピリ
ン）（開業済）

駅前南通り地区
再開発支援事業（進捗中）

中央１丁目 10 番地区
優良建築物等整備事業（進捗中）

中央１丁目 18 番地区
優良建築物等整備事業（進捗中）

福井駅前電車通り北地区Ａ街区・Ｂ街区
市街地再開発事業（計画段階）

地点Ｄ 商業系
円 ㎡

地点Ｅ 商業系
円 ㎡

地点Ｆ 商業系
円 ㎡

資料：国土交通省

（件）取引件数（右軸） 平均取引単価

20
0 0

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000
（円/㎡）

（平成） 21 22 23 24 25 26 27 28 29（年）

資料：福井県都市計画課
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（長期的な地価動向）
全国の長期的な地価の動向について、昭和49年以降の地価公示をみると、住宅地・商業

地ともに昭和62年頃から平成３年にかけて大幅な上昇となった。
その後、平成19、20年を除き下落が続いていたが、景気回復や低金利環境等を背景に、

住宅地は平成30年から３年連続、商業地は平成28年から５年連続で上昇を示している（図
表1-1-4）。

図表1-1-4 地価の推移（全国）
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資料：国土交通省「地価公示」
　注：全都道府県を対象に調査が実施された昭和49年地価公示を100とし、各年の平均変動率を用いて
　　　指数化したものである 
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（地価に関する意識）
企業の地価に関する意識についてみると、現在の地価水準の判断に関するＤＩ（「高い」

と回答した企業の割合から「低い」と回答した企業の割合を差し引いたもの）は、平成31
年１月から各地域で上昇し、令和２年２月調査では、東京23区内は60.0ポイント、大阪府
内は49.2ポイントと、その他の地域も10.3ポイントとなった（図表1-1-5）。

図表1-1-5 現在の地価水準の判断に関するＤＩ

資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ＝「活発」－「不活発」
注２：「活発」、「不活発」の数値は、「活発」と回答した企業、「不活発」と回答した企業の有効回答数に
　　　対するそれぞれの割合（％）
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資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ=「高い」－「低い」
注２：「高い」、「低い」の数値は、「高い」と回答した企業、「低い」と回答した企業の有効回答数に 

対するそれぞれの割合（％）

１年後の地価水準の予想に関するＤＩ（「上昇が見込まれる」と回答した企業の割合から
「下落が見込まれる」と回答した企業の割合を差し引いたもの）は、令和２年２月調査では、
東京23区内は平成31年１月から下落し17.9ポイント、大阪府内は上昇し31.2ポイント、そ
の他の地域は3.5ポイントとプラスに転じた（図表1-1-6）。

図表1-1-6 1年後の地価水準の予想に関するＤＩ

資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ＝「活発」－「不活発」
注２：「活発」、「不活発」の数値は、「活発」と回答した企業、「不活発」と回答した企業の有効回答数に
　　　対するそれぞれの割合（％）
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資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ=「上昇が見込まれる」－「下落が見込まれる」
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	 第2節	 土地取引の動向

（土地取引件数等の推移）
土地取引について、売買による所有権の移転登記の件数でその動向をみると、法務省「法

務統計月報」によれば、令和元年の全国の土地取引件数は約131万件となり、横ばいで推移
している（図表1-2-1）。

図表1-2-1 売買による土地取引件数の推移
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資料：法務省「法務統計月報」より国土交通省作成
　注：圏域区分は以下のとおり
　　　東 京 圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
　　　名古屋圏：愛知県、三重県
　　　大 阪 圏：大阪府、京都府、兵庫県
　　　地 方 圏：上記以外の地域

全国 地方圏 東京圏 大阪圏 名古屋圏
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企業の土地投資額の動向をみると、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」によると、令
和元年度の計画値は全産業で２兆6,160億円（前年度比7.5％減）であり、業種別の製造業を
除く、全ての分類で前年度に対し減少の見込みとなっている（図表1-2-2）。

図表1-2-2 企業の土地投資額の推移
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資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」より国土交通省作成
　注：「大規模」とは資本金10億円以上、「中堅」とは資本金１億円以上10億円未満、「中小」とは資本金
　　　２千万円以上１億円未満の企業を指す

令和元年度平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30

国土利用計画法第23条に基づく事後届出面積及び件数をみると、令和元年の面積は
39,466ha、件数は16,863件となっており、いずれも前年より減少した（図表1-2-3）。

図表1-2-3 事後届出面積及び件数の推移
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資料：国土交通省
　注：事後届出面積及び件数は、届出の受理月で計上
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（土地取引に関する意識）
企業の土地取引に関する意識をみると、国土交通省「土地取引動向調査」によれば、本社

所在地における現在の土地取引の状況に関するＤＩ（「活発」と回答した企業の割合から
「不活発」と回答した企業の割合を差し引いたもの）は、令和２年２月調査において東京23
区内、大阪府内は上昇傾向にあり、その他の地域も平成31年１月調査より11.1ポイント上
昇しプラスに転じた（図表1-2-4）。

１年後の土地取引の状況に関するＤＩについては、東京23区内は平成31年１月調査から下
降が続く一方、大阪府内は令和２年２月調査で上昇に転じている。その他の地域は前年同期
比3.0ポイント上昇したものの、−7.8ポイントとマイナスの状況が続いている（図表1-2-5）。

図表1-2-4 現在の土地取引の状況の判断に関するＤＩ

資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ＝「活発」－「不活発」
注２：「活発」、「不活発」の数値は、「活発」と回答した企業、「不活発」と回答した企業の有効回答数に
　　　対するそれぞれの割合（％）

－100

－80

－60

－40

－20

0

20

40

60
（％ポイント）

-68.9
-67.2
-53.4

-40.0
-47.5

-42.3
-37.6

-24.3

9.4

25.1 24.8 23.7 29.2 25.020.3 24.4
25.6 24.0

12.9 15.1

0.0 -5.6 -7.1 -5.8

31.7

20.0

-3.6

41.8

35.8

4.4

43.1

31.1

-2.7

34.3
28.9

23.0

9.5 7.5

30.3

29.1
19.5

-3.6

-77.6

-68.1-63.9

-48.2
-50.0

-52.9

-28.0
-25.9

-1.6
15.5 11.0 7.1

-72.1 -69.4 -64.1
-53.0 -57.2

-50.9 -45.0
-37.4

-12.5
-0.3

-9.0 -14.3

-68.9-68.9-68.9
-67.2-67.2-67.2
-53.4-53.4-53.4

-40.0-40.0-40.0
-47.5-47.5-47.5

-42.3-42.3-42.3
-37.6-37.6-37.6

-24.3-24.3-24.3

9.49.49.4

25.125.125.1 24.824.824.8 23.723.723.7 29.229.229.2 25.025.025.0
20.320.320.3 24.424.424.4

25.625.625.6 24.024.024.0
12.912.912.9 15.115.115.1

0.00.00.0 -5.6-5.6-5.6 -7.1-7.1-7.1 -5.8-5.8-5.8

31.731.731.7

20.020.020.0

-3.6-3.6-3.6

41.841.841.8

35.835.835.8

4.44.44.4

43.143.143.1

31.131.131.1

-2.7-2.7-2.7

34.334.334.3
28.928.928.9

23.023.023.0

9.59.59.5 7.57.57.5

30.330.330.3

29.129.129.1
19.519.519.5

-3.6-3.6-3.6

-77.6-77.6-77.6

-68.1-68.1-68.1-63.9-63.9-63.9

-48.2-48.2-48.2
-50.0-50.0-50.0

-52.9-52.9-52.9

-28.0-28.0-28.0
-25.9-25.9-25.9

-1.6-1.6-1.6
15.515.515.5 11.011.011.0 7.17.17.1

-72.1-72.1-72.1 -69.4-69.4-69.4 -64.1-64.1-64.1
-53.0-53.0-53.0 -57.2-57.2-57.2

-50.9-50.9-50.9 -45.0-45.0-45.0
-37.4-37.4-37.4

-12.5-12.5-12.5
-0.3-0.3-0.3

-9.0-9.0-9.0 -14.3-14.3-14.3

（月）
（年）

9 3 9 3 9 3 8 2 8 2 8 28 2
平成21

2
2令和元22 23 24 25 26 27

28
28

8
29

2 18 8
30 31

東京都23区内（現在） 大阪府内（現在） その他の地域（現在）

資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ＝「活発」－「不活発」
注２：「活発」、「不活発」の数値は、「活発」と回答した企業、「不活発」と回答した企業の有効回答数に
　　　対するそれぞれの割合（％）

図表1-2-5 １年後の土地取引の状況の判断に関するＤＩ

資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ＝「活発」－「不活発」
注２：「活発」、「不活発」の数値は、「活発」と回答した企業、「不活発」と回答した企業の有効回答数に
　　　対するそれぞれの割合（％）
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資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
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注２：「活発」、「不活発」の数値は、「活発」と回答した企業、「不活発」と回答した企業の有効回答数に
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企業の今後１年間における土地の購入・売却意向に関するＤＩ（「土地の購入意向がある」
と回答した企業の割合から「土地の売却意向がある」と回答した企業の割合を差し引いたも
の）は、東京23区内はポイントが下降し、令和２年２月調査で、土地の購入意向が売却意
向を下回った。大阪府内、その他の地域及び全体はポイントが上昇し、大阪府内は、土地の
購入意向が売却意向を上回った（図表1-2-6）。

図表1-2-6 今後１年間における土地の購入・売却意向

（％ポイント）

資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ＝「購入意向」－「売却意向」
注２：「購入意向」、「売却意向」の数値は、土地の購入意向が「ある」と回答した企業、土地の売却意向が「ある」
　　　と回答した企業の全有効回答数に対するそれぞれの割合（％）
注３：令和元年8月購入意向･･･全国：17.8、東京23区内：7.1、大阪府内：5.3、その他の地域：15.6
　　　令和2年2月購入意向･･･全国：19.9、東京23区内：8.1、大阪府内：6.8、その他の地域：16.8
　　　令和元年8月売却意向･･･全国：28.9、東京23区内：7.5、大阪府内：6.4、その他の地域：27.1
　　　令和2年2月売却意向･･･全国：30.3、東京23区内：8.8、大阪府内：6.1、その他の地域：27.7
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29

2 18 8
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全体 東京都23区内 大阪府内 その他の地域

資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ＝「購入意向」－「売却意向」
注２：「購入意向」、「売却意向」の数値は、土地の購入意向が「ある」と回答した企業、土地の売却意向が「ある」

と回答した企業の全有効回答数に対するそれぞれの割合（％）
注３：令和元年８月購入意向･･･全国：17.8、東京23区内：7.1、大阪府内：5.3、その他の地域：15.6
　　　令和２年２月購入意向･･･全国：19.9、東京23区内：8.1、大阪府内：6.8、その他の地域：16.8
　　　令和元年８月売却意向･･･全国：28.9、東京23区内：7.5、大阪府内：6.4、その他の地域：27.1
　　　令和２年２月売却意向･･･全国：30.3、東京23区内：8.8、大阪府内：6.1、その他の地域：27.7
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今後１年間の自社利用する土地・建物の増加・減少意向に関するＤＩ（「土地・建物利用
の増加意向がある」と回答した企業の割合から「土地・建物利用の減少意向がある」と回答
した企業の割合を差し引いたもの）は、大阪府内ではポイントが上昇しているが、東京23
区内、その他の地域並びに全体はポイントが下降し、その他の地域は、土地・建物利用の増
加意向が減少意向を下回った（図表1-2-7）。

図表1-2-7 今後１年間における自社利用する土地・建物の増加・減少意向

（％ポイント）

資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ＝「利用増加意向」－「利用減少意向」
注２：「自社利用」とは、以下の場合を指す
　　　・他社への販売・賃貸目的や投資目的は除く
　　　・建物のみの利用も含む（賃貸ビルにテナントとして入居する場合も該当する）
　　　・購入・売却に限らず、「賃貸する」又は「賃貸をやめる」場合も含む
注３：「利用増加意向」、「利用減少意向」の数値は、土地・建物利用の増加意向が「ある」と回答した企業、土地・
　　　建物利用の減少意向が「ある」と回答した企業の全有効回答数に対するそれぞれの割合（％）
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全体 東京都23区内 大阪府内 その他の地域

資料：国土交通省「土地取引動向調査」（令和２年）
注１：ＤＩ＝「利用増加意向」－「利用減少意向」
注２：「自社利用」とは、以下の場合を指す
　　　・他社への販売・賃貸目的や投資目的は除く
　　　・建物のみの利用も含む（賃貸ビルにテナントとして入居する場合も該当する）
　　　・購入・売却に限らず、「賃貸する」又は「賃貸をやめる」場合も含む
注３：「利用増加意向」、「利用減少意向」の数値は、土地・建物利用の増加意向が「ある」と回答した企業、土地・

建物利用の減少意向が「ある」と回答した企業の全有効回答数に対するそれぞれの割合（％）
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	 第3節	 土地利用の動向

（土地利用等の概況）
平成30年における我が国の国土面積は約3,780万haであり、このうち森林が約2,503万ha

と最も多く、次いで農地が約442万haとなっており、これらで全国土面積の約８割を占め
ている。このほか、住宅地、工業用地等の宅地は約196万ha、道路は約140万ha、水面・河
川・水路が約135万ha、原野等が約35万haとなっている（図表1-3-1,2）。

図表1-3-1 我が国の国土利用の概況

原野等（35万ha）（0.9%）

工業用地（16万ha）（0.4%）

道路（140万ha）（3.7%）

その他の宅地（60万ha）（1.6%）

水面・河川・水路（135万ha）（3.6%）

住宅地（120万ha）（3.2%）

資料：国土交通省
　注：平成30年の数値

農地
(442万ha)
(11.7%)

森林
(2,503万ha)
(66.2%)

その他
（329万ha）
（8.7%）

農地
(442万ha)
(11.7%)

森林
(2,503万ha)
(66.2%)

その他
（329万ha）
（8.7%）

図表1-3-2 我が国の国土利用の推移

（万ha、％）
区　分

地　目

昭和50年（1975年） 昭和60年（1985年） 平成7年（1995年） 平成17年（2005年） 平成27年（2015年） 平成29年（2017年） 平成30年（2018年）

全　国 三　大
都市圏 地方圏 全　国 三　大

都市圏 地方圏 全　国 三　大
都市圏 地方圏 全　国 三　大

都市圏 地方圏 全　国 三　大
都市圏 地方圏 全　国 三　大

都市圏 地方圏 全　国 三　大
都市圏 地方圏

1．農　　　地 557 80 477 538 72 466 504 66 438 470 61 409 450 56 393 444 56 389 442 55 387
(14.8) (15.0) (14.7) (14.2) (13.5) (14.4) (13.3) (12.2) (13.5) (12.4) (11.4) (12.6) (11.9) (10.5) (12.1) (11.8) (10.4) (12.0) (11.7) (10.3) (11.9)

2．森　　　林 2,529 324 2,205 2,530 323 2,207 2,514 318 2,195 2,509 316 2,193 2,505 314 2,191 2,505 315 2,190 2,503 314 2,190
(67.0) (60.7) (68.0) (67.0) (60.3) (68.1) (66.5) (59.3) (67.7) (66.4) (58.8) (67.7) (66.3) (58.5) (67.6) (66.3) (58.6) (67.5) (66.2) (58.4) (67.5)

3．原　野　等 62 2 60 41 1 40 35 1 34 36 1 35 35 1 34 35 1 34 35 1 34
(1.6) (0.4) (1.9) (1.1) (0.2) (1.2) (0.9) (0.2) (1.1) (1.0) (0.2) (1.1) (0.9) (0.2) (1.0) (0.9) (0.2) (1.0) (0.9) (0.2) (1.0)

4．水面・河川・水路 128 18 110 130 18 112 132 19 113 134 19 115 134 19 115 135 19 116 135 19 116
(3.4) (3.4) (3.4) (3.4) (3.4) (3.5) (3.5) (3.6) (3.5) (3.5) (3.6) (3.5) (3.6) (3.6) (3.5) (3.6) (3.6) (3.6) (3.6) (3.6) (3.6)

5．道　　　路 89 19 70 107 23 84 121 25 95 132 27 105 139 28 110 140 29 111 140 29 111
(2.4) (3.6) (2.2) (2.8) (4.3) (2.6) (3.2) (4.7) (2.9) (3.5) (5.1) (3.2) (3.7) (5.3) (3.4) (3.7) (5.3) (3.4) (3.7) (5.3) (3.4)

6．宅　　　地 124 43 81 150 51 99 170 57 113 185 61 124 193 63 130 195 64 131 196 64 132
(3.3) (8.1) (2.5) (4.0) (9.6) (3.0) (4.5) (10.6) (3.5) (4.9) (11.3) (3.8) (5.1) (11.8) (4.0) (5.2) (11.9) (4.0) (5.2) (11.9) (4.1)

住　宅　地 79 26 53 92 31 61 102 34 68 112 37 74 118 40 78 119 40 79 120 41 79
(2.1) (4.9) (1.6) (2.4) (5.7) (1.9) (2.7) (6.4) (2.1) (3.0) (7.0) (2.3) (3.1) (7.4) (2.4) (3.2) (7.5) (2.4) (3.2) (7.5) (2.4)

工 業 用 地 14 6 8 15 6 9 17 6 11 16 5 10 15 5 10 16 5 10 16 5 10
(0.4) (1.1) (0.2) (0.4) (1.1) (0.3) (0.5) (1.1) (0.3) (0.4) (1.0) (0.3) (0.4) (1.0) (0.3) (0.4) (1.0) (0.3) (0.4) (1.0) (0.3)

その他の宅地 31 11 20 44 15 29 51 17 35 57 18 39 60 18 41 60 18 42 60 18 42
(0.8) (2.1) (0.6) (1.2) (2.7) (0.9) (1.4) (3.1) (1.1) (1.5) (3.4) (1.2) (1.6) (3.4) (1.3) (1.6) (3.4) (1.3) (1.6) (3.4) (1.3)

7．そ　の　他 286 48 238 283 47 235 303 51 252 312 52 261 324 55 269 327 55 272 329 55 274
(7.6) (9.0) (7.3) (7.5) (8.8) (7.3) (8.0) (9.4) (7.8) (8.3) (9.6) (8.0) (8.6) (10.2) (8.3) (8.7) (10.2) (8.4) (8.7) (10.3) (8.4)

合　　　計 3,775 534 3,241 3,778 536 3,242 3,778 537 3,242 3,779 537 3,242 3,780 537 3,243 3,780 537 3,242 3,780 537 3,242
(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

資料：国土交通省
注１：道路は、一般道路、農道及び林道
注２：四捨五入により、内訳の和と合計等との数値が一致しない場合がある
注３：（　）内は、全国・三大都市圏・地方圏ごとの合計の面積に占める割合
　　　三大都市圏：�埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良

県の１都２府８県
　　　地　方　圏：三大都市圏を除く地域
注４：平成23年から地目区分を変更し、従来の「採草放牧地」、「原野」の区分を統合し、「原野等」とした
注５：平成29年から工業用地の対象を変更し、従来の「従業者10人以上の事業所敷地面積」から「従業者４人以上の

事業所敷地面積」とした
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平成29年の土地利用転換面積は、約22,100haで前年と同数となった。主な内訳として、
農林地及び埋立地から都市的土地利用（住宅地、工業用地、公共用地等）への転換面積は約
15,400ha（前年比約900ha減）、農地から林地への転換面積は約4,700ha（前年比約1,400ha
増）となり、平成３年以降で最多となった（図表1-3-3）。

図表1-3-3 土地利用転換の概況

（ha、％）
年

用途 平成3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 

（都市的土地利用）

住　 宅　 地 （21.7） （22.5） （25.3） （31.3） （31.4） （31.2） （33.3） （29.8） （30.8） （32.4） （27.9） （28.5） （31.6） （33.7） （33.1） （32.5） （32.1） （32.6） （34.1）
9,700 10,400 9,900 10,600 10,600 10,100 9,600 8,100 7,800 7,700 6,100 5,300 5,500 5,800 5,500 5,500 5,300 4,700 4,200 

工 業 用 地 （19.2） （17.3） （18.4） （18.6） （18.6） （18.8） （20.5） （17.3） （15.0） （13.4） （12.3） （13.4） （12.1） （11.6） （13.9） （12.4） （15.2） （14.0） （13.8）
8,600 8,000 7,200 6,300 6,300 6,100 5,900 4,700 3,800 3,200 2,700 2,500 2,100 2,000 2,300 2,100 2,500 2,000 1,700 

公 共 用 地 （23.5） （22.7） （26.6） （23.0） （27.5） （28.1） （27.4） （32.7） （31.2） （28.6） （33.3） （26.9） （25.9） （22.7） （21.1） （22.5） （20.0） （20.3） （22.8）
10,500 10,500 10,400 7,800 9,300 9,100 7,900 8,900 7,900 6,800 7,300 5,000 4,500 3,900 3,500 3,800 3,300 2,900 2,800 

レジャー施設用地 （21.7） （23.6） （18.2） （13.9） （9.2） （7.1） （2.1） （4.4） （2.0） （1.7） （1.8） （0.5） （1.1） （1.1） （1.8） （1.8） （1.2） （0.7） （0.8）
9,700 10,900 7,100 4,700 3,100 2,300 600 1,200 500 400 400 100  200 200 300 300 200 100 100 

その他の都市的土地利用 （13.9） （13.9） （11.5） （13.3） （13.3） （14.8） （16.7） （15.8） （20.9） （23.9） （24.7） （30.6） （29.3） （30.2） （30.7） （30.8） （32.1） （32.4） （27.6）
6,200 6,400 4,500 4,500 4,500 4,800 4,800 4,300 5,300 5,700 5,400 5,700 5,100 5,200 5,100 5,200 5,300 4,700 3,400 

小　　　計 （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100）
44,700 46,200 39,100 33,900 33,800 32,400 28,800 27,200 25,300 23,800 21,900 18,600 17,400 17,200 16,600 16,900 16,500 14,600 12,300 

（農林業的土地利用）

農 　 　 　 地 （56.9） （63.3） （41.4） （42.3） （42.3） （30.8） （24.0） （29.2） （29.2） （34.8） （17.6） （12.5） （20.0） （17.6） （16.7） （25.0） （35.7） （13.0） （16.7）
2,900 3,100 1,200 1,100 1,100 800 600 700 700 800 300 200 300 300 200 300 500 300 300 

林 　 　 　 地 （43.1） （36.7） （58.6） （57.7） （57.7） （69.2） （76.0） （70.8） （70.8） （65.2） （82.4） （87.5） （80.0） （82.4） （83.3） （75.0） （64.3） （87.0） （83.3）
2,200 1,800 1,700 1,500 1,500 1,800 1,900 1,700 1,700 1,500 1,400 1,400 1,200 1,400 1,000 900 900 2,000 1,500 

小　　　計 （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100） （100）
5,100 4,900 2,900 2,600 2,600 2,600 2,500 2,400 2,400 2,300 1,700 1,600 1,500 1,700 1,200 1,200 1,400 2,300 1,800 

そ の 他 7,800 7,000 7,600 6,200 5,700 5,400 5,500 5,100 4,500 4,000 3,800 3,700 3,300 3,400 2,900 3,200 2,900 2,900 3,300
合　　　計 57,600 58,100 49,600 42,700 42,100 40,400 36,800 34,700 32,200 30,100 27,400 23,900 22,200 22,200 20,800 21,300 20,600 20,700 17,400

年・転換源
用途

22 23 24 25 
農地 林地 埋立地 計 農地 林地 埋立地 計 農地 林地 埋立地 計 農地 林地 埋立地 計

（都市的土地利用）

住　 宅　 地 （35.3） （37.7） （36.8） （31.7）
3,800 300 0 4,100 3,900 100 0 4,000 4,200 100 0 4,300 4,500 −100 0 4,400

工　 業　 用　 地 （14.7） （13.2） （14.5） （15.8）
1,200 500 0 1,700 1,000 400 0 1,400 1,100 600 0 1,700 1,000 1,100 100 2,200

公　 共　 用　 地 （18.1） （21.7） （19.7） （19.4）
1,200 800 100 2,100 1,300 900 100 2,300 1,300 800 200 2,300 1,500 1,100 100 2,700

レジャー施設用地 （0.9） （0.9） （1.7） （0.7） 
100 0 0 100 100 0 0 100 100 100 0 200 100 0 0 100

その他の都市的土地利用 （29.3） （27.4） （29.1） （31.7）
3,200 – 200 3,400 2,800 – 100 2,900 3,300 – 100 3,400 4,300 – 100 4,400

うち商業用地（店舗等施設） （5.2） （5.7） （6.8） （5.8）
600 – 0 600 600 – 0 600 800 – 0 800 800 – 0 800

小　　　計 （100） （100） （100） （100）
9,600 1,600 400 11,600 9,000 1,300 300 10,600 9,800 1,600 300 11,700 11,500 2,100 300 13,900

（農林業的土地利用）

農 　 　 　 地 （14.3） （21.4） （27.3） （12.5）
– 200 – 200 – 300 – 300 – 300 – 300 – 100 – 100

林 　 　 　 地 （85.7） （78.6） （72.7） （87.5）
1,200 – – 1,200 1,100 – – 1,100 800 – – 800 700 – – 700

小　　　計 （100） （100） （100） （100）
1,200 200 0 1,400 1,100 300 0 1,400 800 300 0 1,100 700 100 0 800

そ　 の　 他 1,500 1,200 0 2,700 1,200 1,000 0 2,200 1,300 1,000 0 2,300 1,600 1,400 0 3,000
合　　　計 12,300 3,000 400 15,700 11,300 2,600 300 14,200 12,000 2,900 300 15,200 13,800 3,700 300 17,800

年・転換源
用途

26 27 28 29 
農地 林地 埋立地 計 農地 林地 埋立地 計 農地 林地 埋立地 計 農地 林地 埋立地 計

（都市的土地利用）

住　 宅　 地 （25.8） (26.9) (26.4) (26.6)
4,100 0 0 4,100 4,200 0 0 4,200 4,200 100 0 4,300 4,000 100 0 4,100

工　 業　 用　 地 （24.5） (25.0) (25.8) (25.3)
1,200 2,600 100 3,900 1,000 2,600 0 3,600 1,100 3,000 100 4,200 1,100 2,700 100 3,900

公　 共　 用　 地 （14.5） (12.2) (12.9) (9.7)
1,600 700 0 2,300 1,300 600 0 1,900 1,300 700 100 2,100 1,100 400 0 1,500

レジャー施設用地 （0.6） (0.6) (0.6) (0.6) 
100 0 0 100 100 0 - 100 100 0 0 100 100 0 0 100

その他の都市的土地利用 （35.8） (35.9) (34.4) (38.3)
5,500 　　　– 200 5,700 5,500  - 100 5,600 5,500 - 100 5,600 5,800 - 100 5,900

うち商業用地（店舗等施設） （5.0） (4.5) (4.3) (4.5)
800 　　　– – 800 700  - 0 700 700 - 0 700 700 - 0 700

小　　　計 （100） (100) (100) (94)
12,400 3,200 300 15,900 12,200 3,200 200 15,600 12,200 3,800 300 16,300 12,000 3,200 200 15,400

（農林業的土地利用）

農 　 　 　 地 （15.4） (7.1) (5.7) (5.7)
– 200 – 200 - 200  - 200 - 200  - 200 - 200  - 200

林 　 　 　 地 （84.6） (92.9) (94.3) (134.3)
1,100 　　　– – 1,100 2,600  -  - 2,600 3,300 -  - 3,300 4,700 -  - 4,700

小　　　計 （100） (100) (100) 140 
1,100 200 0 1,300 2,600 200  0 2,800 3,300 200  0 3,500 4,700 200 0 4,900

そ　 の　 他 1,800 1,400 0 3,200 1,600 1,200 0 2,800 1,000 1,300 0 2,300 800 1,000 0 1,800
合　　　計 15,200 4,800 300 20,300 16,500 4,600 200 21,300 16,400 5,400 300 22,100 17,500 4,400 200 22,100

資料：農林水産省、国土交通省の資料に基づき、国土交通省で推計
注１：農地、林地及び埋立地からの転換ベースの面積であり、原野等からの転換面積は含まれていない
注２：農地からの公共用地への転換面積については、農道、農業用排水路等農業的土地利用が一部含まれている
注３：林地からの転換には、１ha未満のものは含まれていない
注４：林地からの転用については、当該年度の新規許可面積に対して変更許可による面積の減が大きければ負数となる

場合がある
注５：十の位を四捨五入。四捨五入の関係で内訳の和が小計又は合計と一致しない場合がある
注６：（　）内は、小計の面積に占める割合である
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（土地利用の推移）
全国の宅地供給量の推移をみると、平成30年度の宅地供給量は5,967ha（平成28年度比

6.3％増）で、その内訳は、公的供給が407ha（平成28年度比40％減）、民間供給が5,560ha
（平成28年度比13％増）となっており、近年は6,000ha前後で推移している（図表1-3-4）。

図表1-3-4 全国の宅地供給量の推移

注１：昭和41年から昭和63年の間、M.G（ミディアムグロス＝住宅の敷地面積に細街路、プレイロット等を
　　　含めたもの）により推計を行っていたが、平成元年以降については推計手法を一部変更し、住宅用地に
　　　係る部分のみを推計している
注２：公的供給とは、(独)都市再生機構、地方公共団体等の公的機関による供給、これらの機関の土地区画整
　　　理事業による供給を含む
注３：民間供給とは、上記以外の事業者による供給を含む
注４：岩手県、宮城県及び福島県においては、平成23～26年度の宅地供給量について農地から住宅用地への
　　　転用面積（「農地の移動と転用」農林水産省調査）を計上している 
注５：平成26年度以降は隔年集計
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17,900
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12,300
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8,600

総数
23,400

41
（昭和）

公的供給 民間供給

平成30年度の開発許可面積は2,596ha、土地区画整理事業認可面積は701haとなっており、
いずれも概ね横ばいで推移している（図表1-3-5）。

図表1-3-5 開発許可面積及び土地区画整理事業認可面積の推移

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
11,000
12,000
（ha）

48
（昭和）

49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元
（平成）

2 3 4 5 6 7 8 910 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30（年度）

資料：国土交通省
注１：開発許可とは、都市計画法に基づく開発許可のうち、主として住宅の建築の用に供する目的で行われる
　　　開発行為に係るもの
注２：開発許可面積の昭和48、49年度の数値は、旧「住宅地造成事業に関する法律」による許可面積を加えたもの
注３：土地区画整理事業認可面積は、個人・共同、組合、公共団体、行政庁、(独)都市再生機構、
　　　地方住宅供給公社施行の合計

開発許可面積 土地区画整理事業認可面積

701

2,596

701701701

2,5962,5962,596
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市街化区域農地面積と生産緑地地区指定面積の推移をみると、全国における市街化区域農
地面積は53,831ha、生産緑地地区指定面積は12,713haとなっており、近年はいずれも減少傾
向である（図表1-3-6）。

図表1-3-6 市街化区域内の農地面積の推移

（面積：ha、農地率：％）
年

地域 昭和60 平成7 12 17 22 25 30

市
街
化
区
域
農
地
面
積

全国（A） 186,787 118,257 100,505 84,552 71,625 65,781 53,831 
三大都市圏 85,775 48,127 40,062 33,457 30,771 27,785 22,505 

東京圏 40,779 23,468 20,094 16,457 13,446 11,927 9,416 
東京都 8,764 2,666 2,013 1,478 1,161 1,003 811 

区部 1,877 603 438 247 176 132 89 
地方圏 101,012 70,130 60,443 51,094 40,854 37,996 31,326 

生
産
緑
地
地
区
指
定
面
積

全国 15,497 15,381 14,696 14,248 13,859 12,713
三大都市圏 15,494 15,378 14,690 14,193 13,783 12,627

東京圏 8,695 8,794 8,487 8,157 7,942 7,300
東京都 4,060 3,925 3,746 3,521 3,381 3,100

区部 591 558 515 472 451 413
地方圏 2 3 6 55 76 86

市 街 化 区 域 面 積
（B）

1,342,936 1,410,296 1,432,302 1,434,640 1,440,000 1,447,771 1,451,690
(5.0) (1.5) (0.2) (0.4) (0.5) (0.6)

農地率　A／B 13.9 8.4 7.0 5.9 5.0 4.5 3.7 

資料：総務省「固定資産の価格等の概要調書」及び国土交通省「都市計画年報」より作成
注１：地域区分は以下のとおり
　　　三大都市圏：東京圏、中部圏及び近畿圏
　　　　　東京圏：茨城県、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県
　　　　　中部圏：静岡県、愛知県及び三重県
　　　　　近畿圏：京都府、大阪府、兵庫県及び奈良県
　　　　　地方圏：�三大都市圏以外の道県
注２：各年とも市街化区域農地面積は１月１日現在、生産緑地地区指定面積は３月31日現在の数値
　　　最新のデータについては、市街化区域農地面積が平成30年、生産緑地地区指定面積が平成29年の数値
注３：（　）内は、左隣の欄に掲載している数値に対する伸び率
注４：市街化区域農地面積には、生産緑地、都市計画施設として定められた公園または緑地の区域等の内の農地面積

を含まない
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市街化区域内農地の転用のための届出面積の推移をみると、平成29年は3,643haで、近年
は3,000ha後半で推移している（図表1-3-7）。

図表1-3-7 市街化区域内農地の転用のための届出面積の推移

資料 ： 農林水産省「土地管理情報収集分析調査」（平成21年まで）、「農地の権利移動･借賃等調査」（平成22年から）
　注 ： 届出は、市街化区域内農地の転用について農業委員会へ届出したもの
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生産緑地と生産緑地以外の市街化区域内農地の面積をみると、平成30年度の生産緑地は
12,415ha（前年比1.7％減）、生産緑地以外の市街化区域内農地は10,891ha（前年比4.3％減）
となっており、近年はいずれも減少傾向である（図表1-3-8）。

図表1-3-8 生産緑地と生産緑地以外の市街化区域内農地の面積の推移

資料：生産緑地以外の市街化区域内農地：総務省「固定資産の価格等の概要調書」　
　　　　　　　　　　　　　　生産緑地：国土交通省「都市計画年報」
注１：生産緑地以外の市街化区域内農地は、各年度中の１月１日時点、生産緑地は、各年度中の３月31日時点
注２：生産緑地以外の市街化区域内農地は、三大都市圏特定市の市街化区域内にある農地
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5,000
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19

土
地
に
関
す
る
動
向

令和元年度の不動産市場等の動向 第1章



（不動産供給等の推移）
令和元年の都市別事務所着工面積については、東京都は1,379千㎡（前年比2.9％増）、大

阪府は355千㎡（前年比2.2％減）でいずれも前年と概ね同水準であり、愛知県は360千㎡
（前年比26％減）で４年振りの減少となった（図表1-3-9）。

図表1-3-9 都市別事務所着工面積の推移
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資料：国土交通省「建築着工統計調査」

1,379 1,379 1,379 1,379 

360360360360

355355355355

東京都 大阪府 愛知県

令和元年の新設住宅着工戸数については、令和元年は約90.5万戸であり、前年と比較する
と6.2％の減少で、全ての圏域で減少となった（図表1-3-10）。

図表1-3-10 圏域別新設住宅着工戸数の推移
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資料：国土交通省｢建築着工統計調査｣
　注：圏域区分は以下のとおり
　　　首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
　　　中部圏：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
　　　近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
　　　その他の地域：上記以外の地域

28 29 30 （年）元
（令和）

首都圏 中部圏 近畿圏 その他の地域
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令和元年のマンションの新規発売戸数については、全国で70,660戸（前年比12.0％減）と
なっており、平成元年以降、最低となった。内訳は、首都圏が31,238戸（前年比15.9％減）、
近畿圏が18,042戸（前年比13.9％減）、その他が21,380戸（前年比3.6％減）となり、全ての
圏域で減少となった（図表1-3-11）。

図表1-3-11 圏域別新築マンションの供給戸数の推移

首都圏 近畿圏 その他

資料：(株)不動産経済研究所「全国マンション市場動向」より国土交通省作成
　注：圏域区分は以下のとおり
　　　首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
　　　近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
　　　その他：上記以外の地域
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長期優良住宅認定実績（新築）については、平成30年度は、一戸建ての住宅が、108,800
戸で前年度より3.5％増加した一方で、共同住宅等は、586戸で前年度より61.7％減少した

（図表1-3-12）。

図表1-3-12 長期優良住宅認定実績（新築）の推移

（戸）

資料：国土交通省「都道府県別認定実績」
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高齢者向け施設のうち、認知症高齢者グループホーム、有料老人ホーム、介護老人福祉施
設は増加傾向が続いており、特に有料老人ホームは大きく増加している。また、サービス付
き高齢者向け住宅も、平成24年以降増加傾向が継続している（図表1-3-13）。

図表1-3-13 高齢者向け施設・サービス付き高齢者向け住宅数の推移

（件）

（年）

※１：介護保険施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10月１日時点）
【平成12・13年】」、「介護給付費等実態調査（10月審査分）【平成14～29年】」及び「介護給付費等実
態統計（10月審査分）【平成30年～】」による

※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護福祉施設サービスの請求事業所を合算した
もの

※３：認知症高齢者グループホームは、平成12～16年は痴呆対応型共同生活介護、平成17年～は認知症対応型共
同生活介護により表示（短期利用を除く）

※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「社会福祉施設等調査（10月１日時点）」による。ただし、平成21
～23年は調査対象施設の数、平成24～29年は基本票に基づく数 

※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果による
※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（９月30日時点）」に

よる
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店舗の着工面積及び１棟あたりの床面積については、令和元年は、着工面積が4,379千㎡
（前年比18％減）となり、平成元年以降で初めて5,000千㎡を下回った。また、１棟あたり
の床面積は662㎡（前年比６％減）で、近年は概ね横ばいで推移している（図表1-3-14）。

図表1-3-14 店舗着工面積の推移

資料：国土交通省「建築着工統計調査」
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大規模小売店舗立地法に基づく届出件数については、令和元年度は、430件（前年度比
14.5％減）であり、前年度を下回った（図表1-3-15）。

図表1-3-15 大規模小売店舗立地法に基づく新設届出件数の推移

資料：経済産業省「大規模小売店舗立地法（大店立地法）の届出状況について」
　注：大規模小売店舗立地法　第５条第１項（新設）の届出件数
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宿泊業用建築物の着工面積及び１棟当たりの床面積については、ともに近年は増加傾向に
あったが、令和元年は、着工面積は2,530千㎡（前年比16.8％減）、１棟当たりの床面積は
1,100㎡（前年比23.4％減）となった（図表1-3-16）。

図表1-3-16 宿泊業用建築物着工面積の推移

資料：国土交通省「建築着工統計調査」
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（年）18
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また、宿泊施設の施設数及び客室数については、平成30年度は、ホテル・旅館営業の施設
数が49,502件（前年度比1.0％増）、簡易宿所が35,452件（前年度比9.2％増）、ホテル・旅館
営業の客室数が1,646千室（前年度比3.1％増）と、いずれも前年より増加した（図表1-3-17）。

図表1-3-17 宿泊施設の施設数及び客室数の推移

資料：厚生労働省「衛生行政報告例」
注１：平成30年度よりホテル・旅館の合計値のみとなったため、平成29年度までの調査値も合計値に変更
注２：平成22年度調査値は、東日本大震災の影響により、宮城県のうち仙台市以外の市町村、福島県の相双
　　　保健福祉事務所管轄内の市町村が含まれていない
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工場の立地件数及び立地面積については、立地件数は1,142件（前年比10.3％増）で３年
連続の増加となり、平成30年の立地面積は13,196ha（前年比11.1％減）で３年振りに減少に
転じた（図表1-3-18）。

図表1-3-18 工場立地件数及び立地面積の推移
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資料：経済産業省「工場立地動向調査」
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地域別工場立地件数の割合については、東海、近畿臨海、地方圏の割合が低下した一方、
関東内陸、関東臨海、近畿内陸の割合が上昇し、地方圏を除くと関東内陸の割合が最も多く
なっている（図表1-3-19）。

図表1-3-19 地域別工場立地件数の割合

（％）

資料：経済産業省「工場立地動向調査」
　注：圏域区分は以下のとおり
　　　関東内陸：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県
　　　関東臨海：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
　　　東　　海：静岡県、愛知県、岐阜県、三重県
　　　近畿内陸：滋賀県、京都府、奈良県
　　　近畿臨海：大阪府、兵庫県、和歌山県
　　　地 方 圏：上記以外の道県
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倉庫の着工面積及び１棟当たりの床面積については、近年は増加傾向にあったが、令和元
年の着工面積は約9,085千㎡（前年比6.2％減）で９年振りに減少に転じ、１棟当たりの床面
積は615㎡（前年比6.8％減）で減少となった（図表1-3-20）。

図表1-3-20 倉庫着工面積の推移

資料：国土交通省「建築着工統計調査」
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平成30年度の駐車場整備については、駐車場法（昭和32年法律第106号）に基づく附置
義務駐車施設が最も多く約3,348千台であり、調査開始以来、増加を続けており、次いで、
届出駐車場が約1,878千台で、増加している。都市計画駐車場（約115千台）と路上駐車場

（約0.6千台）は横ばいで推移している（図表1-3-21）。

図表1-3-21 駐車場整備の推移
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資料：国土交通省「自動車駐車場年報」

33
（昭和）

36 39 42 45 48 51 54 57 6360 3
（平成）

6 9 12 15 18 21 24 27 30

3,348

114.8
0.6

1,878

3,3483,3483,348

114.8114.8114.8
0.60.60.6

1,8781,8781,878

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

届出駐車場附置義務駐車施設 路上駐車場都市計画駐車場

26



総務省「住宅・土地統計調査」によると、平成30年の空き家は、平成25年と比べ、約29
万増加し849万戸となっている。また、総住宅数に占める空き家の割合（空き家率）は
13.6％で、平成25年から0.1ポイント上昇している。

空き家の内訳をみると、「賃貸用又は売却用の住宅」が約462万戸、別荘などの「二次的
住宅」が約38万戸、「その他の住宅」が約349万戸となっており、平成25年と比べると、「賃
貸用又は売却用の住宅」が約２万戸増、「二次的住宅」が約３万戸減、「その他の住宅」が約
31万戸増となっている（図表1-3-22）。

図表1-3-22 空き家数と空き家率の推移

資料：総務省「住宅・土地統計調査」より国土交通省作成
　注：二　次　的　住　宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
　　　賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
　　　そ　の　他　の　住　宅：上記の他に人が住んでいない住宅
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	 第4節	 不動産市場の動向

（オフィス市場の動向）
依然として堅調なオフィス需要を背景に、東京都心５区（千代田区、中央区、港区、新宿

区、渋谷区）では、令和２年1-3月期には空室率が1.5％となり、平成19年以降最低を更新
した。平均募集賃料については、なお上昇基調が続き、平成20年10-12月期以来、11年振り
に2万2千円/坪を超える水準となっている（図表1-4-1）。

図表1-4-1 オフィスビル賃料及び空室率の推移（東京都心５区）
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資料：三鬼商事(株)「MIKI OFFICE REPORT TOKYO」より国土交通省作成
　注：Ⅰ～Ⅳ期の値は月次の値を平均した値

空室率平均募集賃料（右軸）
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東京以外の都市をみると、大阪市及び名古屋市でも、底堅いオフィス需要を背景に、空室
率の低下、平均募集賃料の上昇が続き、特に名古屋市の平均募集賃料は、平成19年以降で
最高となった（図表1-4-2）。

図表1-4-2 オフィスビル賃料及び空室率の推移（大阪・名古屋）

資料：三鬼商事(株) 「MIKI OFFICE REPORT OSAKA」･「MIKI OFFICE REPORT NAGOYA」
　　　より国土交通省作成
　注：Ⅰ～Ⅳ期の値は月次の値を平均した値
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また、札幌市、仙台市、福岡市をみると、空室率は平成22年頃から改善傾向が続き、札
幌市は１％台、福岡市は２％台、仙台市も４％台という水準となっている。平均募集賃料
は、３市とも上昇基調となっており、福岡市では、平成19年以降で最高の１万円/坪を超え
る水準となっている（図表1-4-3）。

図表1-4-3 オフィスビル賃料及び空室率の推移（札幌・仙台・福岡）

資料：三鬼商事㈱「MIKI OFFICE REPORT SAPPORO」・「MIKI OFFICE REPORT SENDAI」・
　　　「MIKI OFFICE REPORT FUKUOKA」より国土交通省作成
注１：平成23年３月の仙台市データ集計が東日本大震災の影響による集計休止のため、平成23年Ⅰ期は
　　　３月値を除いた平均値
注２：Ⅰ～Ⅳ期の値は月次の値を平均した値
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（住宅市場の動向）
新築マンション価格については、１㎡あたり単価が、首都圏は令和元年に90万円前後で

推移し令和２年1-3月期には100万円を超え、近畿圏は60万円台後半の水準で上昇傾向が続
いている。平均価格は、首都圏は令和元年に６千万円前後で推移し令和２年1-3月期には
７千万円を超え、近畿圏は４千万円前後で推移している（図表1-4-4）。

図表1-4-4 首都圏・近畿圏の新築マンション価格の推移

首都圏（平均価格） 近畿圏（平均価格）

首都圏（㎡単価）（右軸） 近畿圏（㎡単価）（右軸）
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Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ
令和元

Ⅱ Ⅲ ⅣⅠ Ⅰ
30 2

資料：㈱不動産経済研究所「全国マンション市場動向」より国土交通省作成
　注：圏域区分は以下のとおり
　　　首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
　　　近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
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令和元年のマンションの在庫戸数と契約率については、在庫戸数は、首都圏が前年に続き
9,000戸を超過し、近畿圏は横ばいで推移し、約2,800戸であった。

また、契約率は、首都圏、近畿圏いずれも前年から横ばいで推移した（図表1-4-5）。

図表1-4-5 首都圏・近畿圏のマンションの在庫戸数と契約率の推移
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資料：㈱不動産経済研究所「全国マンション市場動向」より国土交通省作成
　注：圏域区分は図表1-4-4に同じ
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賃貸マンションの賃料指数の推移をみると、令和元年10-12月期は、東京23区で113.4と
なり、平成24年7-9月期以降、緩やかな上昇が続いている。また、大阪市で120.3となり、
前年同月期から上昇している（図表1-4-6）。

図表1-4-6 東京23区・大阪市のマンション賃料指数の推移

資料：「マンション賃料インデックス（アットホーム(株)、(株)三井住友トラスト基礎研究所）
　　　（部屋タイプ：総合：18㎡以上100㎡未満、エリア：東京23区・大阪市）」より国土交通省作成
　注：平成21年Ⅰ期を100とした指数値である
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中古マンション市場の動向をみると、令和元年は、成約平均価格が、首都圏で3,442万円
（前年比3.3％増）、近畿圏で2,311万円（前年比5.8％増）であり、上昇基調が続いている。
また、成約戸数は、首都圏が38,109戸（前年比2.4％増）で４年連続で新規販売戸数（令和
元年は31,238戸）を上回り、近畿圏では17,856戸（前年比1.2％増）となり、いずれの圏域
も微増となった（図表1-4-7）。

図表1-4-7 首都圏・近畿圏における中古マンション成約戸数及び成約平均価格の推移

（年）

資料：(公財)東日本不動産流通機構公表資料より国土交通省作成
　注：圏域区分は図表1-4-4に同じ
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また、令和元年の中古戸建住宅市場については、成約戸数は、首都圏で13,037戸、近畿圏
で13,881戸と前年から微増となり、成約平均価格は、首都圏で3,115万円、近畿圏で2,150万
円といずれも前年から概ね横ばいで推移した（図表1-4-8）。

図表1-4-8 首都圏・近畿圏における中古戸建住宅の成約戸数及び成約平均価格の推移

（年）

資料：(公財)東日本不動産流通機構公表資料より国土交通省作成
　注：圏域区分は図表1-4-4に同じ
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既存住宅流通シェアの動向をみると、直近では減少傾向であったが、平成30年は14.5％
となり、４年振りにシェアが増加した。なお、既存住宅取引戸数及び新設着工戸数は、概ね
横ばいで推移している（図表1-4-9）。

図表1-4-9 既存住宅流通シェアの推移

資料：総務省「住宅・土地統計調査」、国土交通省「住宅着工統計」
　注：平成５、10、15、20年の既存住宅流通量は、各年の１～９月分を通年に換算したもの
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（店舗、宿泊施設、物流施設の市場の動向）
主要都市の店舗賃料の推移をみると、令和元年10-12月期は、東京・横浜で33,733円/坪

（対前年同月期比13.7％増）、京都・大阪・神戸で15,850円/坪（対前年同月期比5.2％減）、
名古屋で15,753円/坪（対前年同月期比3.5％増）、札幌で11,546円/坪（対前年同月期比
7.4％増）、福岡で15,655円/坪（対前年同月期比18.4％増）となり、京都・大阪・神戸以外
の都市で上昇となった（図表1-4-10）。

図表1-4-10 主要都市の店舗賃料の推移
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資料：(一財)日本不動産研究所、(株)ビーエーシー・アーバンプロジェクト「店舗賃料トレンド」 
（データ提供：スタイルアクト(株)）より作成
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旅館・ホテルの客室稼働率については、いずれも上昇傾向となっており、シティホテルは
８割を超える稼働率で推移している（図表1-4-11）。

図表1-4-11 旅館・ホテルの客室稼働率の推移
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資料：国土交通省「宿泊旅行統計調査」
注１：宿泊目的割合不詳及び宿泊施設タイプ不詳及び簡易宿所を含む
注２：平成22年４月～６月調査から、従業者数９人以下の宿泊施設を調査対象に加える

総合 旅館 リゾートホテル ビジネスホテル シティホテル

首都圏における物流施設の市況をみると、令和元年は、首都圏４エリア全てで、賃料が上
昇基調であり、空室率についても、低水準である（図表1-4-12）。

図表1-4-12 首都圏における物流施設の賃料と空室率

資料：シービーアールイー(株)公表資料より国土交通省作成
注１：空室率は竣工１年以上の物流施設を対象
注２：東京ベイエリア：東京都湾岸のコアなエリア
　　　外環道エリア：東京ベイエリアを除く、東京外かく環状道路に囲まれたエリア
　　　国道16号エリア：東京外かく環状道路の外側から環状道路・国道16号線沿線までの半ドーナツ状のエリア
　　　圏央道エリア：国道16号線の外側に当たるエリア（東京都、埼玉県、茨城県、千葉県を通る環状道路・
　　　　　　　　　　　首都圏中央連絡自動車道がその中心）
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	 第5節	 不動産投資市場の動向

（不動産証券化市場の動向）
不動産証券化には、主なスキームとして、①「投資信託及び投資法人に関する法律」に基

づく不動産投資信託（リート）、②「不動産特定共同事業法」に基づく不動産特定共同事業、
③「資産の流動化に関する法律」に基づく特定目的会社（ＴＭＫ）、④合同会社を資産保有
主体として、匿名組合出資等で資金調達を行うＧＫ－ＴＫスキーム（合同会社－匿名組合方
式）等がある。

政府の成長戦略における令和２（2020）年頃までにリート等（上記①及び②）の資産総額
を約30兆円にすることを目指す不動産投資市場の成長目標「未来投資戦略2017」（平成29年
6月9日閣議決定）の実現に向けて、平成31年３月末時点の資産総額は、約24.2兆円となっ
ている。その取得した不動産の主な用途について資産額ベースでみると、平成30年度は事
務所が34.6％、住宅が9.6％、商業施設が10.4％、倉庫が19.1％、ホテル・旅館が14.7％、複
合施設が0.6％となった（図表1-5-1,2）。

図表1-5-1 リート等の資産総額の推移

（兆円）

〈不動産特定共同事業〉 資料：国土交通省「不動産証券化実態調査」に基づく
 　注：平成22年度以前は本調査項目を設けていなかったため、データはなし
〈私募リート〉 資料：不動産証券化協会「私募リート・クォータリー（平成31年３月末）」
 注１：平成23、24年は前年12月と当年６月との中間値であり、推測値
 注２：取得価格に基づく
〈Jリート〉 資料：投資信託協会公表データ　　
 注１：平成13年９月、平成14年３月はARES推計値
 注２：鑑定評価額に基づく
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図表1-5-2 リート等の用途別資産取得額の割合
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資料：国土交通省「不動産証券化実態調査」
　注：平成30年度の数値

（J リート市場の動向）
J リートについて、令和元年度の１年間で新たに１件の新規上場が行われた。令和２年３

月末現在、64銘柄が東京証券取引所に上場されており、不動産投資証券の時価総額は約12.4
兆円となっている（図表1-5-3）。

図表1-5-3 Ｊリート上場銘柄数と時価総額の推移
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資料：(一社)不動産証券化協会
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J リート市場全体の値動きを示す東証リート指数は、良好な不動産市況や国内外の長期金
利が低下したことなどを背景に、令和元年７月にリーマンショック後初めて2,000ポイント
を超え、令和元年10月には、2,200ポイントを超えるなど、大幅に上昇した。その後、年末
にかけては、米中貿易協議の進展期待による投資家のリスク回避姿勢の後退等により、2,100
ポイント台前半まで低下した。令和２年２月には2,250ポイント台まで回復したものの、新
型コロナウイルス感染症が世界的に拡大し始めると、一時急落した後、令和２年３月末にお
いて1,595ポイントとなった（図表1-5-4）。

図表1-5-4 東証REIT指数と日経平均株価の推移
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資料：㈱日本経済新聞社、㈱東京証券取引所
　注：双方とも、平成15年３月31日を1,000とした指数値

東証REIT指数 日経平均株価 

投資部門別Jリート売買動向を平成31年の売却金額と購入金額の合計金額ベースでみる
と、海外投資家が66.3％、国内個人投資家が9.4％、証券会社が0.7％、投資信託が10.6％、
事業法人が1.0％、金融機関が11.7％を占めており、海外投資家の動向がＪリート市場に与
える影響は大きい（図表1-5-5）。

図表1-5-5 投資部門別のＪリート売買動向
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資料：㈱東京証券取引所公表資料より国土交通省作成
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各投資部門によるJリート売買の合計
平成30年計：17.5兆円
平成31年計：24.1兆円
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（資金調達環境の動向）
企業の資金調達環境については、日本銀行による金融緩和政策等を背景に堅調な状況が続

いている。日本銀行「全国企業短期経済観測調査（日銀短観）」における資金繰り判断ＤＩ
によれば、全産業は、平成22年10-12月期以降、38四半期連続してプラスであるが、直近は
ポイントが下落している。また、不動産業の数値は、直近はポイントが下落しているが、依
然として全産業の数値以上で推移している（図表1-5-6）。

図表1-5-6 資金繰り判断ＤＩの推移

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」より国土交通省作成
　注：ＤＩは「楽である」（回答社数構成比）－「苦しい」（回答社数構成比）
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（不動産業向けの貸出動向）
銀行等による不動産業向け新規貸出については、日本銀行「貸出先別貸出金」をみると、

令和元年は前年から微増し11兆2,494億円となっており、高い水準での新規貸出が続いてい
る（図表1-5-7）。

図表1-5-7 不動産業向け新規貸出の推移

（年）

資料：日本銀行「貸出先別貸出金」より国土交通省作成
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また、銀行等による不動産業向け貸出残高については、日本銀行「貸出先別貸出残高」を
みると、引き続き増加傾向が顕著であり、令和元年は昭和60年以降過去最高の80兆5,860億
円となっている（図表1-5-8）。

図表1-5-8 不動産業向け貸出残高の推移

（年）

資料：日本銀行「貸出先別貸出残高」より国土交通省作成
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	 第6節	 土地・不動産の所有・利用・管理に関する意識

（国民の土地・不動産に関する意識）
国民にとって、土地の所有は、生活の基盤である住宅用地等としての目的だけでなく、資

産としての目的を有する。
国土交通省において毎年行っている「土地問題に関する国民の意識調査」1（以下、「調査」

という。）によると、「土地は預貯金や株式などに比べて有利な資産か」という質問に対し、
「そう思う」と回答した者の割合は、平成５、６年度は60％を超えていたが、近年は30％超
で推移し、令和元年度は27.1％（前年度比5.5％減）と、調査開始以来最低の割合となった。
また、「そう思わない」と回答した者の割合は、平成５、６年度は20％超であったが、近年
は40％前後で推移し、令和元年度は45.3％（前年度比5.9％増）と、調査開始以来最高の割
合となった。

これらの回答を土地の所有の有無別にみると、土地所有者のうち「そう思う」と回答した
者の割合は27.3％、土地を所有していない者のうち「そう思う」と回答した者の割合は
26.5％となっており、土地所有者の方が「そう思う」と回答した割合が僅かに高かった。ま
た、都市圏別にみると、「そう思う」と回答した者の割合が大都市圏で30.5％、地方圏で
24.8％となっており、大都市圏が地方圏より高くなっている（図表1-6-1）。

図表1-6-1 土地は預貯金や株式などに比べて有利な資産か
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資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（令和元年度）
　注：大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏
　　　東 京 圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村
　　　大 阪 圏：近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村
　　　名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村
　　　地 方 圏：大都市圏以外の市町村

そう思う どちらともいえない わからない そうは思わない

1 �「土地問題に関する国民の意識調査」（令和元年度）調査対象：・母集団、全国の市区町村に居住する満20歳以上の者。 
・標本数、3,000人。・抽出法、層化２段無作為抽出法。・有効回答者、1,570人（有効回収率：52％）。 
調査期間：令和元年11月29日～12月22日40



「そう思う」と回答した者にその理由を聞いたところ、令和元年度は「土地はいくら使っ
ても減りもしなければ、古くもならない、なくならない（物理的に滅失しない）」と回答し
た者の割合が、前年度より低くなったものの36.6％と最も高かった。続いて「土地は生活や
生産に有用だ（役に立つ）」が24.9％となり、回答の中で最も前年度より割合が増加した。
一方、「価格の変動リスクの大きい株式等と比べて、地価が大きく下落するリスクは小さい」
と回答した者の割合は、12.9％と前年度よりも低下し、その他の回答は、概ね横ばいで推移
している（図表1-6-2）。

図表1-6-2 土地を資産として有利と考える理由

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（令和元年度）
注：「価格の変動リスクの大きい株式等と比べて、地価が大きく下落するリスクは小さい」、「長い目でみれば、
　　地価上昇による値上がり益が期待できる」の選択肢は平成 12 年度調査より追加
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土地はいくら使っても減りもしなければ、古くもならない、なくならない（物理的に滅失しない）
土地は生活や生産に有用だ（役に立つ）
価格の変動リスクの大きい株式等と比べて、地価が大きく下落するリスクは小さい
長い目でみれば、地価上昇による値上がり益が期待できる
土地を保有していると信用力が高まり、融資を受ける際に有利である
地価は自分の労力や資本の投下によらず、周辺の開発などにより上昇するため、土地への投資は
ほかの資産への投資に比べて有利である
その他 わからない

「そう思わない」と回答した者にその理由を聞いたところ、「地価上昇による短期的な値上
がり益が期待できないから」が28.1％と最も高く、次いで、「土地は預貯金などに比べて、
維持管理にかかるコスト負担が大きいから」が27.3％であった（図表1-6-3）。

図表1-6-3 土地を資産として有利と考えない理由

（%）

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（令和元年度）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

28.1 27.3 18.8 16.5 6.2 3.128.1 27.3 18.8 16.5 6.2 3.1

地価上昇による短期的な値上がり益が期待できないから
土地は株式などと比べて流動性が低く、運用方法が限定的であるから

土地は預貯金などに比べて、維持管理にかかるコスト負担が大きいから

わからない
地価は自然災害や周辺開発等の影響で、下落するリスクが大きいから
その他
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次に、「土地を所有したいか」という質問に対し、「所有したい」と回答した者の割合は、
56.6％であり、回答者の半数以上に土地の所有意向があった一方で、「所有したくない」と
回答した者の割合は、32.5％であった（図表1-6-4）。

図表1-6-4 土地を所有したいと思うか

（%）

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（令和元年度）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

56.6 32.5 9.0 2.056.6 32.5 9.0 2.0

所有したい 所有したくない どちらともいえない わからない

「土地を所有したい」と回答した者にその理由を聞いたところ、「居住用住宅等の用地とし
て自らで利用したいから」と回答した者の割合は、半数を超える57.7％であり、次いで、「子
供や家族に財産として残したい（相続させたい）から」が36.5％と高かった（図表1-6-5）。

図表1-6-5 土地を所有したいと思う理由

（%）

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（令和元年度）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

57.7 36.5 4.1

0.7

0.6

0.6

57.7 36.5 4.1

0.7

0.6

0.6

居住用住宅等の用地として自らで利用したいから
賃貸や売却による不動産収入を得たいから

子供や家族に財産として残したい（相続させたい）から

その他
自らの社会的評価や地位の向上に影響するから
わからない

また、「土地を所有したくない」と回答した者にその理由を聞いたところ、「所有するだけ
で費用や手間がかかるから」と回答した者の割合が30.0％であり、次いで、「使い道がない
から」が25.1％と、これらの回答で全体の半数を超える結果となった（図表1-6-6）。

図表1-6-6 土地を所有したいと思わない理由

（%）

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（令和元年度）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

30.0 25.1 16.3 11.2 6.9 2.5 4.7 3.330.0 25.1 16.3 11.2 6.9 2.5 4.7 3.3

所有するだけで費用や手間がかかるから
取得費用がかかるから

使い道がないから

子供や家族が相続する意向ではないから
相続手続が複雑で面倒だから
売却する時に金銭的な損失が発生するかもしれないから

その他 わからない
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次に、自らが住むための住宅の所有に関する国民の意識をみると、持ち家志向か借家志向
かについて、令和元年度は「土地・建物については、両方とも所有したい」と回答した者の
割合が73.5％と、低下傾向が続いている。また、「借家（賃貸住宅）で構わない」と回答し
た者の割合が14.8％と、前年度より３％低下した。

圏域別の結果では、「土地・建物については、両方とも所有したい」と回答した者の割合
が、大都市圏と地方圏で、それぞれ73.6％と73.4％であり、概ね同等の結果となった（図表
1-6-7）。

図表1-6-7 持ち家志向か借家志向か

令和元（地 方 圏）
令和元（大都市圏）

26
27
28
29
30

令和元

25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9

平成8

74.6
73.5
73.6
73.4

75.7

79.2
79.5
79.3

77.0
79.8
81.6
80.9
81.3

85.1
81.7

84.5
86.1

81.2
82.3

81.2
83.0

79.2
83.4
83.2

85.4
88.1

4.6
4.5
4.5

4.6
4.9

4.4
4.3
4.0

3.0
4.6

3.2
3.5

4.4
4.4

4.2
4.4

5.0
3.9
4.7

5.0
3.3

13.1
12.7
13.3

15.8
12.5
10.0
12.1
11.7

8.7
9.6

9.2
7.3

10.4
10.1
11.8

8.6
11.4

7.7
7.9

7.3
6.0

4.9
7.0
7.2
6.9

17.8
14.8
15.4

14.5

2.8
4.6
3.8

5.2

4.1 16.3 3.9

3.0
3.0
3.0

2.7
2.9

4.0
2.7
3.0
3.2

4.0
3.2
3.0
4.0
3.3
2.7

4.0
4.5
4.9
4.2

2.3
2.7

74.674.674.6
73.573.573.5
73.673.673.6
73.473.473.4

75.775.775.7

79.279.279.2
79.579.579.5
79.379.379.3

77.077.077.0
79.879.879.8
81.681.681.6
80.980.980.9
81.381.381.3

85.185.185.1
81.781.781.7

84.584.584.5
86.186.186.1

81.281.281.2
82.382.382.3

81.281.281.2
83.083.083.0

79.279.279.2
83.483.483.4
83.283.283.2

85.485.485.4
88.188.188.1

4.64.64.6
4.54.54.5
4.54.54.5

4.64.64.6
4.94.94.9

4.44.44.4
4.34.34.3
4.04.04.0

3.03.03.0
4.64.64.6

3.23.23.2
3.53.53.5

4.44.44.4
4.44.44.4

4.24.24.2
4.44.44.4

5.05.05.0
3.93.93.9
4.74.74.7

5.05.05.0
3.33.33.3

13.113.113.1
12.712.712.7
13.313.313.3

15.815.815.8
12.512.512.5
10.010.010.0
12.112.112.1
11.711.711.7

8.78.78.7
9.69.69.6

9.29.29.2
7.37.37.3

10.410.410.4
10.110.110.1
11.811.811.8

8.68.68.6
11.411.411.4

7.77.77.7
7.97.97.9

7.37.37.3
6.06.06.0

4.94.94.9
7.07.07.0
7.27.27.2
6.96.96.9

17.817.817.8
14.814.814.8
15.415.415.4

14.514.514.5

2.82.82.8
4.64.64.6
3.83.83.8

5.25.25.2

4.14.14.1 16.316.316.3 3.93.93.9

3.03.03.0
3.03.03.0
3.03.03.0

2.72.72.7
2.92.92.9

4.04.04.0
2.72.72.7
3.03.03.0
3.23.23.2

4.04.04.0
3.23.23.2
3.03.03.0
4.04.04.0
3.33.33.3
2.72.72.7

4.04.04.0
4.54.54.5
4.94.94.9
4.24.24.2

2.32.32.3
2.72.72.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（％）

（年度）

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（令和元年度）
　注：圏域区分は図表1-6-1に同じ

土地・建物については、両方とも所有したい 建物を所有していれば、土地は借地でも構わない

借家（賃貸住宅）で構わない わからない
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望ましい住宅の形態に関する国民の意識をみると、令和元年度は「一戸建て」と回答した
者の割合が60.3％（前年度比4.7％減）と、調査開始以来、最低の割合となった一方で、「一
戸建て・マンションどちらでもよい」、「マンション」と回答した者の割合が、それぞれ
23.6％（前年度比1.8％増）、13.6％（前年度比3.4％増）であり、いずれも調査開始以来、最
高の割合となった。

また、圏域別の結果では、「一戸建て」と回答した者の割合が、大都市圏と地方圏でそれ
ぞれ54.1％と64.5％で、地方圏が高い結果となった一方で、「マンション」と回答した者の
割合は、大都市圏と地方圏でそれぞれ16.0％と11.9％で、大都市圏が高い結果となった（図
表1-6-8）。

図表1-6-8 望ましい住宅形態

令和元（地 方 圏）
令和元（大都市圏）

26
27
28
29
30

令和元

25
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
13
12
11
10
9
8

平成7
（年度）
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16.7
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7.8
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6.6
10.0

8.7
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4.7
3.8
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16.0

10.3
7.2
9.0

10.221.764.9
10.2
13.6

21.8
23.6

65.0
60.3
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10.4
8.5

11.8
11.2

9.1
9.1
8.3
6.3

9.0
9.7
9.7
7.8

9.4
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5.6
5.6

90.2 4.8 4.1
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54.154.154.1

69.169.169.1
72.072.072.0
70.270.270.2

67.167.167.1
71.371.371.3
70.670.670.6

74.174.174.1
77.077.077.0

80.480.480.4
79.179.179.1
79.379.379.3

84.484.484.4
77.777.777.7
79.279.279.2

76.576.576.5
80.480.480.4

77.977.977.9
81.181.181.1

84.084.084.0
89.189.189.1
90.490.490.4

21.421.421.4
26.726.726.7

18.918.918.9
17.617.617.6
18.418.418.4

20.120.120.1
16.716.716.7
18.118.118.1
11.411.411.4

8.78.78.7
7.87.87.8

9.09.09.0
9.99.99.9

6.66.66.6
10.010.010.0

8.78.78.7
11.211.211.2

9.19.19.1
9.79.79.7

8.78.78.7
8.08.08.0

4.74.74.7
3.83.83.8

11.911.911.9
16.016.016.0

10.310.310.3
7.27.27.2
9.09.09.0

10.210.210.221.721.721.764.964.964.9
10.210.210.2
13.613.613.6

21.821.821.8
23.623.623.6

65.065.065.0
60.360.360.3

10.510.510.5
10.410.410.4
8.58.58.5

11.811.811.8
11.211.211.2

9.19.19.1
9.19.19.1
8.38.38.3
6.36.36.3

9.09.09.0
9.79.79.7
9.79.79.7
7.87.87.8

9.49.49.4
6.66.66.6

6.36.36.3
5.65.65.6
5.65.65.6

90.290.290.2 4.84.84.8 4.14.14.1

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」（令和元年度）
　注：圏域区分は図表1-6-1に同じ

一戸建て 一戸建て・マンションどちらでもよい マンション その他 わからない
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